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はじめに
　ヨーロッパにおいて歴史的に、そして現在も差別されている集団のひとつにロマが挙
げられるだろう。ナチスドイツの虐殺の対象となった集団はユダヤ人以外にも障碍者な
どがあるがロマもまたそうであった。しかし、ある意味では、問題はユダヤ人への差別
以上に深刻である。反ユダヤ主義は許されないというコンセンサスが存在すると言える
一方で、ロマへの差別についてはそのようなことは言い難いからである 1 。ロマの問題
はEUの東西問題と絡まっており、そしてオリエンタリズムが影響している。変化し得
ない本質を持つ集団として「人種化」され、「文明的」なわれわれとは相いれない存在
として「他者化」されたロマはいまも深刻な差別に直面している。
　このロマへの差別については各国レベルおよび国際的レベルでの歴史的検討、現状把
握および国家や市民社会の取り組みに関する研究がされてきた 2 。ロマ研究では、特に、
言説によるロマの人種化が注目されてきた。東方拡大を契機に分析対象に含まれるよう
になったEUとの関連も含めて、不変の本質を持つ集団としてロマを人種化し、排除す
るレイシズムとネオリベラリズムが結び付き国家や地域でロマを人種化しながら排除し
ていく様態が明らかにされてきた［Sigona 2005, Sigona & Trehan 2009, Timmer 2010, 
van Baar 2012］。それは主にEUの東方拡大による変化を背景に加盟国レベルの政治や
メディアなどの言説を分析することでロマの表象を問題にするものであったと言えるだ
ろう。このような先行研究の一つの到達点がThe Securitization of the Roma in Europe
である［van Baar,  Ivasiuc & Kreide 2018］。本書は言説理論のひとつである安全保障
問題化（Securitization）を分析ツールとして、移動、市場化、開発、視覚性というこ
れまで研究されてきた主要な論点を包含した国際共同研究である。
　以上の先行研究はEUという文脈に置かれたロマの状況を明らかにしようとするもの
であったが、東方拡大の条件としてロマ差別の禁止や統合を加盟候補国に課す他はEU
のロマ政策自体が発展していなかったこともあり、ある意味では、EUの取り組みの不
足によりEUを分析するものでもあった。本稿でも取り上げ、行っているようなイタリ
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1  　確かに近年、反ユダヤ主義の伸張が指摘され、犯罪被害も増加している［Roache 2019］。しかし、このことを大きく
問題視し、許されないことが起きているという認識は公的な次元ではいまだ共有されていると言えるだろう。この点は
責任ある地位にある者が公然とロマ差別を行う点と大きく異なっている。
2  　代表的な共同研究として以下のものが挙げられる。Pusca［2012］、Stewart［2012］、Agarin［2014］、Guy［2015b］。
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アおよびフランスのロマ差別に対するEUの黙殺からEUシティズンシップの姿を浮かび
上がらせる研究が典型的であろう［Hepworth 2012, Parker 2012］。しかし近年、EUは
自身のロマ政策を展開させるようになった。当然ながら、EU政策に影響を与えようと
する市民社会による批判的検討を別にすれば、その学術的な検討は始まったばかりであ
る。土谷［2014］では、視点をEUの組織犯罪対策に移すことで、EUの不在ではなく、
EUによる積極的な取り組みのなかでロマが文化的な犯罪集団として構成されている実
態を明らかにした。しかし、この時点ではEUのロマ政策は姿を現し始めた段階であり、
他の先行研究と同様にロマを直接の政策対象としたEUの取り組みを分析の中心に据え
ることは出来なかった。先行研究においても、管見の限り、EUのロマ政策自体を子細
に検討した研究はいまだなされていない。
　本稿はEUの政策文書を詳細に検討することで、近年その全体像を現しつつあるEUの
ロマ政策を検討する。EUが能動的に、いかにロマを政策対象として捉え、各種施策を行っ
ているのか、を言説という観点から分析したい。それにより先行研究で明らかにされて
きたEUの不在により浮かび上がるEUシティズンシップの姿が、EUのロマ政策という
EUの存在によってどのように修正されるのかが明らかになるであろう。その際にEUに
よるロマ「包摂」の試みが持つ「分断」の契機を問題にしたい。EUという境界はロマに
新たな機会を与えているが、そのなかでもロマは排除されている。EUはその政策のなか
でこの状況をどのように捉えているのだろうか。なにが分断をもたらし、なにが包摂を
可能にするのだろうか。以下、まずは現在のロマ差別の状況を振り返ったうえ、EUにお
いてロマ差別が問題化される経緯を確認する。次にEUによるロマ「包摂」政策を概観し、
その特徴を明らかにしたい。そしてEUの取り組みの重心移動が持つ意味を検討する。
1 ．ロマ差別の状況
　ロマはヨーロッパ最大のマイノリティとされる。その人数はヨーロッパ全体で1000万
から1200万と推計され、EU内では600万を超える人がいると考えられている［European 
Commission 2011:  2 , 15-18］。EUをはじめとするヨーロッパの諸機関によればロマとは
ロマ（Roma）、シンティ（Sinti）トラベラー（Travellers）、カーレ（Kalé）、移動生活
者（Gens du voyage）などの多様な集団を総称するものである。後述するように、EU
は東方拡大後からEU全体の政策としてロマの統合に取り組んでいる。その一環として
ロマに関する統計の整備も行っている。まずはそのデータを参照しながらロマ差別の現
状を確認したい。
　ロマに関する統計調査を中心的に担っているのはEU基本権庁（European Union 
Agency for Fundamental Rights: FRA）である。ブルガリア、クロアチア、チェコ、
ギリシャ、ハンガリー、ポルトガル、ルーマニア、スロヴァキア、スペインの 9 加盟国
を対象に行われ、2016年にまとめられた報告書によれば、貧困線以下にある人の割合が、
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3 　居住地域などを加味してもロマ差別の存在が確認されている［FRA 2012］。
EU平均が17％であるのに対して、ロマは80％にのぼる［FRA 2016a, 2016b］3 。各国別
にみると、スペインでは98％、ギリシャでは96％、クロアチアでは93%のロマが貧困線
以下の収入で生活をしている（図表 1 ）。住居の設備についてみてみると、30％は水道
水がない家に、46％のロマは室内にトイレや浴室がない家に暮らしている。電気のない
家に住むロマは10人に 1 人である。
　ロマ差別で特に深刻なのは教育における差別である。一部の国ではロマの子どもたち
は知的に問題があるとされ、障碍児教室や学校に隔離されるということが続けられてき
た。欧州人権裁判所でも争われ、違法と認定する判決が出ており、欧州委員会も是正を
強く求めている。しかし 6 歳から15歳のロマの子どものうち、スロヴァキアでは62％、ハ
ンガリーは61％、ブルガリアでは60％がほぼロマだけの学校に通っている。もちろんこ
れはロマの集住地域では起こることではあるが、ロマの子どもの隔離は大きな問題であ
り続けている。また、義務教育を終えた後も進学する子どもの割合は少なく、15歳から
出所：FRA 2016b, p. 14.
図表 1 　2014年、加盟国ごとの一般人口と比較したロマの貧困リスク率
　　　　（社会移転後の中位等価所得の60％未満）a,b
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18歳のロマの子どもで学校に通っているのは48％に過ぎない。18歳以上となると 5 ％と
さらに大幅に下がる。義務教育についても問題がある国もあり、ギリシャでは69％、ルー
マニアでは77％しか義務教育を受けていない。早期の教育からの脱落の一因として義務
教育前の幼児教育への参加割合の低さが指摘されている。多くの国でロマの子どもの幼
児教育への参加率は 5 割を切っており、その国の平均の半分以下となっている（図表 2 ）。
　労働についてみてみると、EU平均の雇用率が70％である一方で、賃労働についてい
るロマは30％にとどまっている。ニートの割合も高い。16歳から24歳で比較してみると、
EU平均が12％なのに対してロマでは63％にものぼる。これは保健へのアクセスにも影
響しており、健康保険に入っていないというロマも26％となっている。
　そしてロマの41％が過去 5 年間に日常生活のなかで差別を受けた経験があると回答し
ている（図表 3 ）。しかし差別の被害を訴え出るロマは少数にとどまっており、差別被
害に対する支援機関の存在を82％が知らないと答えている。肌の色や民族的出自、宗教
出所：FRA 2016b, p. 23.
図表 2 　EU加盟国の 4 歳から義務教育開始年齢までの子どもの早期幼児教育への参加率a,b,c,d
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に基づく差別を禁止する法律の存在を知っているという答えも36％となっている。
　以上のような差別は女性においてはさらにひどいものとなっている。上述のニートの
割合は 9 か国すべてで女性の方が高く、また、賃労働についている割合も 9 か国平均で
女性は男性のほぼ半分と大きな差が存在している。ロマの女性はジェンダーとエスニシ
ティという二重の差別に苦しんでいるのだ。これはロマ統合政策を進めてきたなかでの
状況であり、若干の改善がみられる部分はあるものの、全体としては目立った成果は上
がっていない［European Commission 2017b］。2017年に行われた調査でも教育に関し
ては改善されたという意見が多いものの、その他の項目では変わらないという見解が多
数であり、差別については改善したという意見よりも悪化したという意見の方が多く
なっている（図表 4 ）。ロマの生活状況は深刻であり、差別は改善どころか悪化してい
るように見える。
2 ．東欧問題としてのロマ
　EUがロマに注目するようになるのは東方拡大の過程においてである。平均的な推計
では、中東欧諸国のなかでもブルガリアは75万人、ハンガリーが70万人、ルーマニアに
185万人、スロヴァキアに50万人のロマが存在すると見積もられている［European 
Commission 2011: 15-18］。西欧諸国と比べて特徴的なのはロマが人口全体に占める割合
である。西欧諸国のなかで最大のロマ人口を有するのはスペインであり、およそ72万人
出所：FRA 2016b, p. 36.
図表 3 　EU加盟国の過去 5年間および過去12か月間のロマという出自を理由とする総合的な差別経験a,b,c
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のロマが存在すると推計されているが、人口に占める割合はわずか1.57％である。これ
に対して、ブルガリアのロマの割合はおよそ10％であり、その他の 3 か国も 7 〜 10％
弱と高い。
　共産主義時代の中東欧諸国ではロマには同化政策が取られてきた。しかし経済体制の
移行のなかでロマは失業し、しかも経済的苦境のスケープゴートにされた。ナショナリ
ズムが高まり、新たに獲得された自由が差別を可能にし、ロマはマジョリティに脅威を
与える東から来た他者とされたのである。その結果、ロマは社会から排除されるように
なった［Mizsei 2017: 127-131, Mireanu 2018］。
　周知のようにEUは域内の移動および居住の自由を保障しており、加盟国の国民はEU
市民として他の加盟国で生活することができる［土谷 2006］。この自由移動の権利の行
使には労働や資産などの条件が付いているものの、シェンゲン協定が発効し、シェンゲ
ン空間内での国境管理も撤廃されるなかでは、条件を満たしていない者の越境移動を止
めることは困難である。中東欧諸国と西欧諸国との経済格差が懸念され、なかでも差別
されているロマの人々がよりよい生活を求めて大量に西欧に移動することが予測され
た。90年代末には主に庇護希望者として多くのロマが西欧諸国などに移動していた
［Tanner 2005］。
出所： European Commission  ‘Public Consultation on  the Evaluation of  the EU Framework  for 
National Roma Integration Strategies up to 2020’
　　　 （https://ec.europa.eu/info/consultations/public-consultation-evaluation-eu-framework-national-
roma-integration-strategies-2020_en）
図表 4 　2011年と比較したロマの状況の変化の方向性についての見解
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　EUは加盟候補国に対してコペンハーゲン基準を満たすことを求めてきた。それには
人権の保障とマイノリティの尊重および保護が含まれている。これを根拠にEUは中東
欧諸国にロマへの差別対策を求めた［山本 2011: 109-112, Vermeersch 2015: 42］。EUは
加盟候補国ごとに優先課題を設定するが、このなかでロマの状況改善を求めたのである。
　ロマ差別対策は、ロマの社会統合によりEU加盟後の西欧への大量移動の抑制を意図
していた［Guy 2015a: 5, Jovanovic 2015］。すなわち、現在の居住国である中東欧諸国
の差別と苦しい生活から逃れるためにロマが西欧諸国へ移動するのであれば、中東欧諸
国においてロマ差別が是正され、生活改善されれば西欧に移動しなくなるというのだ。
いうなれば、ロマは西欧への脅威であるがゆえに中東欧諸国内部で包摂されねばならな
かったのである。
　これはEUの基本的自由のひとつである人の自由移動の論理からすれば奇妙であろう。
確かに生産要素としての労働者や自営業者の自由移動から経済活動を目的としない自由
移動へとその権利は拡張されてきたが、経済統合が中心にあるEUにおいて単一の労働
市場の実現は重要な目的であるはずである。しかし、EU大の経済市場は加盟国ごとの
社会と同時に存在し、EUシティズンシップというメンバーシップはEU全体での自由移
動を保障するものの、居住する加盟国における社会統合を要請する［土谷 2005］。この
ため、加盟国を超えて移動するEU市民は移動先の加盟国での自らの経済的有益性と安
全性の証明を求められると言えるだろう。
　この観点からいえば、中東欧諸国のロマは西欧諸国にとって脅威であり、移動してく
る彼らを受け入れて統合することは否定されていた。統合はあくまで中東欧諸国におい
てなされなければならなかったのである。確かにロマは中東欧諸国の社会内で分断され、
差別されていた。EUはこの社会の分断を乗り越えることを要請したのであるが、それ
は同時にEU内の東西の分断を前提としたものであった。さらにいえば、西欧諸国内に
もロマは存在する。ロマを中東欧諸国という東の問題とすることで西欧諸国は自身の内
部にある分断を等閑視したのである。
　中東欧諸国はこの要請に応えて各国内で改革を行う意思を見せるとともに国際的な取
り組みも始められた。欧州安全保障協力機構（OSCE）と欧州審議会（Council of 
Europe）の動きに加え、中東欧諸国自身がロマ包摂の政治的意思を示した。それが「ロ
マ包摂の10年（the Decade of Roma Inclusion 2005-2015）」である［Brüggemann & 
Friedman 2017］。2003年にハンガリーのブタペストで世界銀行とジョージ・ソロスの
オープン・ソサエティ財団の主導で開催された国際会議において設立が決定されたこの
プロジェクトは2005年にブルガリア、クロアチア、チェコ、ハンガリー、マケドニア、ルー
マニア、セルビア-モンテネグロ、スロヴァキアの 8 か国で始められ、アルバニア、ボ
スニア-ヘルツェゴビナ、スペインが後に加わった。欧州委員会は当初からオブザーバー
として参加している。参加各国はロマ包摂のための国家行動計画を策定、実施するとさ
れた。しかし各国での選挙による政治家の交代、EU加盟の実現、2004年の欧州委員会
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の交代などによりプロジェクト開始当初からその熱意は損なわれていた［Jovanovic 
2015, Rorke 2015: 45］。ロマの状況は加盟前の年次報告書で分析されていたが、ロマの
統合が加盟交渉過程のなかで解決への道筋が見えることのないまま中東欧諸国が2004年
と2007年に加盟すると、EUは自身の内部の問題としてロマを扱わざるを得なくなる。
3 ．拡大という機会と移動の抑制
　ロマの統合は旧東側が経済的社会的にEU加盟基準を満たすために中東欧諸国に求め
られたものだった。人口に占める割合の大きさとともに中東欧諸国のEU加盟の条件と
して東側の問題とされた。旧加盟国である西側にも存在する問題としてはロマの統合は
みなされなかった。しかし、中東欧諸国のEU加盟によりそれら諸国のロマはEU市民と
なった。加盟国は最長 7 年間の移行期間を取ることが認められ、中東欧諸国のEU市民
の自由移動の権利を制限することができた。しかし各国でその制限の度合いは異なり、
イギリスなど一部の国が制限をしなかったため、東方拡大以来、大量のEU市民が東か
ら西へと移動した。貧困と差別に悩まされる多くのロマの人々もまた国境を越えて西へ
と移動したとされる 4 。中東欧のロマはEU拡大によりEU域内移動という新たな選択肢
を獲得し、それを行使したのである。国家によって引かれた境界線はEUによって引き
直され、中東欧諸国の社会内部で差別されるマイノリティから脱し、EU市民としての
新たな包摂を望んだと言えよう。
　しかし、ルーマニアとブルガリアが加盟した2007年、はやくもロマを自国への脅威と
して捉える差別認識が顕在化する［土谷 2014: 63-64］。ルーマニア人のロマによる殺人
事件のわずか 2 日後にイタリアは公共の安全を理由としてEU市民を追放できる立法を
行ったのである。EU市民の国外追放には厳格な制約がつけられており、公の秩序、公
共の安全、公衆衛生を理由として可能であるものの、それは集団に対しては適用されて
ならず、あくまでも個人に対する国外追放を正当化するものである。しかもその脅威は
社会の存続自体に対する脅威でなければならない。しかしイタリアの立法は追放される
者に意見聴取の機会すら与えないものであり、法施行後 3 か月で数百人が追放された。
さらに、2008年にはイタリア政府は「緊急事態」を宣言し、国内の15万人のロマを追放
すると発表した。個々のEU市民ではなくロマという集団自体が脅威とされ国外追放の
対象とされたのである。イタリア当局は多数のロマのキャンプを強制排除し［ERRC 
2013］、一部のイタリア人によるロマのキャンプへの襲撃を政治家などはロマの側に問
題があるとして正当化までした。条約の守護者たる欧州委員会は積極的な是正に乗り出
さず、むしろイタリアの行為を容認した。個人でも、ルーマニア人でも、さらにはイタ
4  　自由移動の権利を行使するEU市民の数については統計があるもののエスニシティなどにもとづくその内訳は取られて
いないため、どれだけのロマが移動したかは不明である［FRA 2009: 14］。Vermeersch［2015］は移動するロマの数は
過大に見積もられることが少なくない点に注意を喚起する［44-45］。
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リア人でもなく、その民族的起源がはるか東にあり、ノマドという生活様式を持つロマ
は本質的に犯罪性向を有するため社会統合は困難なため排除するしかないとされる。
EU市民であることは文化を根拠とする本質主義によるロマの悪魔化により打ち消され、
イタリア国籍を持つロマも含めて社会的に排除されることとなった［Kóczé 2018］。
　イタリアの緊急事態は2011年末まで延長されたが、同時期にフランス政府もロマの集
団排除を行っていた［土谷 2014: 64-66］。強制送還に加え、自発的帰国も勧奨していた
のである。フランスに対しても欧州委員会は及び腰であった。ようやく欧州委員会が行
動を起こしたのは、欧州議会の圧力だけでなく、フランス政府がロマを名指しした公文
書が明らかになり、フランスがロマという属性を理由として排除をしていたことが否定
できなくなったからであった。EU法違反の明白な証拠の前に欧州委員会は黙認できな
くなったのである。しかし欧州委員会の要求はEU市民の自由移動指令の適切な執行を
求めるにとどまり、ロマへの差別や人権侵害への対応はなされなかった。欧州委員会が
行動を起こすまでの間に1500人以上が強制退去させられた。同時期にスウェーデンは物
乞いをしたとしてルーマニア人のロマの路上ミュージシャンを国外追放している。物乞
いはEUの自由移動の精神にそぐわないからと説明されるが、ロマでなければ物乞いと
はみなされなかったであろう［Kott 2014: 62-63］。ロマに対する本質主義とネオリベラ
ルな経済的価値による評価が組み合わされている。EUシティズンシップはネオリベラ
ルな人種主義の側面を持つものとなっている［Powell & van Baar 2018］。
　当時、EUのロマ政策は明確な姿を現していなかった。2007年以来のEU理事会や欧州
議会の要請を受けて欧州委員会がロマに関するまとまった報告書を提出するのは2010年
のことである［European Commission 2010］。欧州委員会はヨーロッパ2020戦略の包摂
的成長のなかにロマの統合を位置づけ、人口減少社会でのロマ統合の経済的利益を強調
する。経済成長のために、平均年齢も若く、労働力となるロマを排除してはいられない
というのである。
　EUと加盟国が共同の責任を負うとしながらも必ずしも明らかでなかった両者の関係
が明確にされるのは翌2011年の政策文書「2020年までの国家ロマ統合戦略のためのEU
枠組み」によってである（以下、本政策を「ロマ統合枠組み」と略す）［European 
Commission 2011］。EUはすべての加盟国に2020年までのロマ統合戦略の策定を要請し
た。形式の上では東の問題としてのロマという構図が打ち破られたことになる。また前
年の報告書と同様に本文書においてもロマ統合の経済成長の手段としての側面が強く出
ている［Bartlett, Gordon & Kamphuis 2015: 10］。
　欧州委員会は以下のように述べている。ロマと総称される人々の内実は多様であり、
居住している環境なども様々であるため、EUでひとつの統合戦略を策定すべきではな
い。その多様性を反映し、ロマ統合の責任は第一に加盟国にあるのであり、EUが加盟
国の取り組みを評価し、加盟国によるロマ統合戦略を向上させていく。EUは教育、雇用、
医療、住居の 4 分野を特定し、共通の比較可能で信頼できる指標にのっとり成果を上げ
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ることを加盟国に求めた。
4 ．ロマ統合枠組みの論理
　国内にロマはいないとしたマルタを除き、全加盟国が翌年 3 月までにロマ統合戦略を
提出した。欧州委員会は毎年、各国のロマ統合戦略を評価するとともに、EU理事会が
勧告を提出するなどEU規模でのロマ統合枠組みが展開され、2017年には中間報告書も
発表された［Bartlett, Gordon & Kamphuis 2015, European Commission 2012, 2013a, 
2014, 2015, 2016a, 2016b, 2017a, 2017c, Council of the European Union 2013］。2020年以
降もEUはロマ統合の取り組みを継続することが決まっている。
　本稿の観点からはこのEUのロマ統合枠組みにおける国境を越えて移動するEU市民と
してのロマの存在に注目したい。これまでのEUの論理からすれば、ロマは移動を抑制
されたうえで東で社会統合されることで生産要素として
0 0 0 0 0 0 0
EUに包摂される、という道筋
が予想される。中東欧諸国に限らず西欧諸国もロマ統合戦略を策定することになったが、
ロマ問題の地理的、空間的位置づけは変化したのだろうか。
　実は欧州委員会はEUのロマ統合枠組みを開始するにあたって、同時期に大きな問題
となっていたにもかかわらず、EU市民としての自由移動を行使するロマにほぼ触れて
いない。これはイタリアおよびフランスに対する対応と一致する。意外なことにこの問
題に最初に触れているのはEU理事会である。その勧告のなかでEU理事会は、EU域内
の自由移動の権利の尊重と出身加盟国と同様に居住加盟国での経済的および社会的統合
の促進に触れている。さらにEU内のロマの越境移動にまつわる問題解決のためのトラ
ンスナショナルな協力を要請している。ただし本勧告の原案は欧州委員会である
［European Commission 2013b］。この原案の趣旨説明によれば加盟国間のロマ統合措置
の違いは自由移動が可能なEUにおいてはよりよい環境を求めて移動するロマの増加を
もたらすとされる。ロマの移動はEUの失敗なのである。このため加盟国間の整合的な
取り組みが必要であり、EUがロマの統合に関与することが正当化される。
　注目すべきはEU域外でのロマの移動への言及である。迫害から逃れるためにEU市民
であるロマが第 3 国に逃れるという事例が多数発生しているが、そのことに直接言及す
ることなく、「EU市民であるロマの完全な社会統合が、例えば一定の加盟国国民へのヴィ
ザの要求という形で、第 3 国とEUとのより広い関係に直接影響を与える」と述べる
［European Commission 2012:  2 ］5 。ロマの迫害ではなく移動が問題なのである。同じ
論理によるロマ統合はEU拡大候補国にも同様に要求される。拡大交渉過程で実現され
たヴィザなし渡航がそれを利用してEUに移動するロマのために見直されることが示唆
5  　例えば、2004年から2009年まで欧州議会議員を務めたロマのアクティビストであるモハーチ（Viktória Mohácsi）は
ハンガリー警察のロマ差別の告発をきっかけに多数の殺害の脅迫がされた。このため2012年にカナダに逃れ、2018年に
亡命が認められた［Rorke 2018］。
EUにおけるロマ（土谷）
－ 59 －
される。EUは難民や避難民を出さないことを拡大候補国に求めるがそれはEUが彼らを
受け入れる気がないことをも意味している［European Commission 2012: 16］。
　国境を越えて移動してきたロマは移動先でも差別に直面し、郊外などでキャンプを
作ったりするなど合法性が曖昧な状態で居住する場合が少なくない。このように他の加
盟国から移動してきたロマおよび自国のロマの排除手段として最も頻繁に用いられるの
は強制退去であろう。不法居住として住居を取り除き、ロマに新たな移動を強いるので
ある。上述のイタリア、フランスにとどまらず多数の加盟国がロマの強制退去を行って
きた。この強制退去の問題にはじめて触れたのもEU理事会勧告の原案であり、勧告に
ほぼそのまま反映されている。ロマの強制退去の際には、加盟国はEU法や欧州人権条
約その他の国際人権規範に則ることが求められている。欧州委員会はこの勧告も踏まえ
た各国のロマ統合戦略の2016年の評価のなかでようやく強制退去の問題を扱うようにな
る。しかしその結果は、いずれの加盟国もこの点に関する具体的な取り組みを述べてい
ないというものであった。
　まとめよう。EUのロマ統合枠組みは従来の東の問題としてのロマという構図を踏襲
する。すべての加盟国がロマ統合戦略を策定し実施することになっているものの、ロマ
の排除は、西欧にとっては東からの脅威の排除を意味する。さらにEUから外部へと移
動するロマは第 3 国とEUとの関係を悪化させる問題であり、彼らへの迫害は重視され
ない。そしてEUは過去の東方拡大時と同じロマの脅威という図式をそのまま繰り返し
ている。ロマ統合戦略の策定はEU加盟を目指すバルカン諸国やトルコにも要請されて
いる。EUへと移動してくるロマは拡大の障害である。ここでもまたEUはこれらの国に
対してロマの移動を抑制するためにロマの統合を求めるのである。
5 ．反ジプシー主義への取り組み
　上述のようにEUのロマ統合の強調点は経済的利益にあった。人口減少社会において
ロマという若い集団の社会統合により経済成長を進める。ロマへの人権侵害は重視され
ず、差別との闘いには触れられるものの差別を生み出す構造的要因は重視されていな
かった。これはEUのロマ統合枠組みが「ロマ」という存在を曖昧にとらえていること
にも表れている。EUは当初ロマを「多かれ少なかれ似たような文化的特徴を持つ」集
団を総称するものとしていた［European Commission 2011:  2 ］。この「似たような文
化的特徴」という表現はすぐに見られなくなった。そして政策対象を「ロマを対象とし
て明示するがそれ以外の共同体も含む極端に周縁化された共同体」としているために、
ロマをエスニシティとしてみているのか、社会的に脆弱な集団としてみているのかが曖
昧であることも、ロマ固有の差別に対する注目が手薄になった一因のように思われる
［Mirga-Kruszelnicka 2017: 10-11, 17, European Commission 2010:  3 - 4 , 2011:  8 ］。
　これに対して欧州議会や市民社会などからの批判もあり［European Parliament 2013, 
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Vermeersch 2015: 52］、欧州委員会は軌道修正を迫られる。2013年の報告書は国家ロマ
統合政策を進めるための構造的な前提条件に焦点を当てたものであった。本質主義によ
り悪魔化されてしまうのであれば、いかにロマ統合のための措置を施しても成果は上が
らない。ロマが外部の脅威であるならロマへの政策を展開すればするほどマジョリティ
は不満を募らせる。ロマ統合政策が行われるなかで現実にロマのイメージは悪化し、差
別は広がっていた。前提条件のひとつに含まれた差別との闘いはその差別を生み出す構
造の是正を伴わなければ単なるもぐらたたきに終わるであろう。ここで注目されるのが
「反ジプシー主義」という概念である［European Commission 2017a: 17, FRA 2018］。
はやいものでは2005年の決議で欧州議会が反ジプシー主義との闘いに取り組むことを要
請しているが［European Parliament 2005］、それがEUのロマ統合枠組みに組み込まれ
るのは先述した2013年のEU理事会勧告である。同年の欧州委員会の報告書を踏まえた
うえで作成されたこの勧告だが、反ジプシー主義は欧州委員会の原案には含まれていな
かった。理事会による修正により、勧告は、差別に加え「反ジプシー主義としてしばし
ば言及されるロマへの偏見」とも闘うことを要請し、さらに具体的に「反ロマのレトリッ
ク、ヘイトスピーチと闘う効果的な手段を用いるとともに、ロマへの差別を扇動となる
レイシスト的であったりステレオタイプを生み出したりスティグマ化したりする言葉や
その他の振る舞いに対処する」ことを求めていた［Council of  the European Union 
2013: 5 ］。
　欧州委員会が報告書で反ジプシー主義を取り上げるのは2015年である。その内容をま
とめれば以下のようになろう［European Commission 2015:  2 ,  9 , 11］。ロマを対象と
する特有の形態のレイシズムである反ジプシー主義は長い歴史のなかで根付いたもので
あり、それとの闘いはロマのホロコーストといった欧州の歴史の最悪の部分を受け入れ
ることとも密接につながっている。しかし、経済危機のなかで極右の示威行為、ヘイト
スピーチやヘイトクライムとともに増加している。それにもかかわらず、政治家や公的
機関はこのような問題の広がりを明確に非難することができていない。このため、欧州
委員会は条約の守護者として加盟国に対する具体的な行動を起こしていく［European 
Commission 2016a: 3 ］。2014年、EU法違反の差別をロマの子どもに対して行っている
としてチェコへの違反手続きを開始したのを皮切りに、翌年にスロヴァキア、2016年に
はハンガリーにも同様の措置を開始するなど取り組みを活発化させた。また2008年成立
のレイシズムとゼノフォビアに関する理事会枠組み決定の着実な執行を求め、加盟国と
協議をしている。ただし違反手続きや協議する加盟国は中東欧諸国に偏っており、ロマ
を東の問題とする姿勢は変わっていない［Mirga-Kruszelnicka 2017: 12］。
　反ジプシー主義への取り組みが本格化するのは2020年以降になるようであるが、ここ
でははやくから反ジプシー主義への取り組みを主張してきた欧州議会の見解を導きにし
て検討しておきたい［European Parliament 2015, 2017］。まず注目されるのは、ロマと
して括られる人々の文化や生活様式の多様性の確認と、ロマが市民としてヨーロッパに
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貢献してきたこと、ロマは歴史的にもヨーロッパ諸国家の社会の構成員であること、ヨー
ロッパの文化や価値の一部であることの強調である。ロマの他者化に対抗して、ロマを
ヨーロッパおよび各国社会の一部に明確に位置付けている。2009年の「ロマ包摂に関す
る共通基本10原則」には第 3 原則として「文化間アプローチ」が挙げられていたが、そ
れがロマ統合枠組みに重要事項としては取り入れられていないように、ロマの歴史や文
化はこれまで重視されてこなかった［Council of the European Union 2009］。
　そのうえで欧州委員会と同様に欧州議会は第 2 次大戦中のロマの虐殺と現在の反ジプ
シー主義を結びつける。マジョリティが何世紀にもわたるロマへの迫害や排除、義絶を
認め記録するための真実和解委員会をヨーロッパおよび加盟国レベルで設置すること、
ロマの歴史を学校で教えること、ロマのホロコーストを記憶することなどによりロマへ
の偏見と闘うのである。ロマという集団の歴史的形成と変容を不可視化するという「非
歴史化」は、現在の状況を本質主義的に固定し、相いれない他者としてロマを構成する。
すなわち、ロマを人種化しながら問題の原因をロマ自身に帰すことを可能にする。社会
構造の問題を不可視化しながら差別や周縁化された人々を人種化しながら可視化するネ
オリベラルな人種主義が現れる。特に越境移動によりセキュリティの観点からとらえら
れた場合にはそうである［Powell & van Baar 2018］。
　被差別者としての受難や固有の文化の豊かさを強調するためにロマの歴史や文化を単
線的画一的に描き出すことや、ロマへの負の偏見を払拭するために好意的なステレオタ
イプを作り出すという戦略が取られることがある。それはオリエンタリズムに乗っかっ
た文化の商品化という形態を取ることもある。これはロマを単一の文化や歴史を持つ同
質的な集団として固定し対抗する本質主義の戦略である［Szeman 2018, Vermeersch 
2008, Yıldız & De Genova 2018: 428-433］。それが有効な場面があることは否定できな
いが、ロマ自身の他者化を伴うこの戦略は反ジプシー主義が依拠する本質主義と同じ構
図であるため有効な対策とはならないだろう。ロマの多様性を指摘しつつ彼らがヨー
ロッパおよび各国社会の一部であり続けてきたことを示しながら歴史や文化について振
り返ることを強調する欧州議会の立場は、本質主義に陥らずにロマの包摂を目指すもの
と言えよう。FRAもまた「ジプシー」という社会構築物を解体することの重要性を指
摘し、ロマの歴史と文化を普通科の中等教育で取り入れるべきであるとする［FRA 
2018: 10-11］。貧しさと社会への脅威という枠組みによる表象からロマ以外の共同体と
交錯し変化し続ける動的なロマの姿が描かれる必要があるだろう［van Baar & 
Vermeersch 2017, Szeman 2018］。
おわりに
　本稿はEUの東方拡大から現在のロマ統合枠組みを分析してきた。加盟国の国民をEU
市民としてEU域内の自由移動の権利を与えるEUは、中東欧諸国のロマの移動を脅威と
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して捉えてきた。差別され辛い暮らしを強いられてきた中東欧諸国のロマはEU拡大を
新たな包摂の機会として西へ移動しようとする。しかし、自由な移動を基本的価値とす
るはずのEUは、ロマについては中東欧諸国内部に抑え込もうとしてきた。一方で西欧
諸国のロマ差別は重視されず、現在もロマは主に東の問題として扱われている。その文
化的本質により経済的価値を持たないロマは、各国のロマ統合戦略によって経済的価値
のある生産要素へと変化させられなければならない。EUによるロマの包摂は経済的格
子による分断でもあった。東で統合されないままで西へと移動するロマはEUの失敗な
のである。さらに、EU内から第 3 国へ、拡大候補国からEUへのロマの移動はEUの国
際関係の阻害要因として問題視される。
　この分断は文化を根拠とするロマの人種化によって固定される。非歴史化され他者化
されたロマへの政策はマジョリティの被害者意識を刺激し逆差別などと非難されるだろ
う。そしてそれは現実に起きていた。EUは方針転換し、反ジプシー主義というレイシ
ズムとの闘いを掲げるようになった。ロマ統合政策の権限は加盟国にあり、EUがうえ
からロマ統合の方法を強制する姿が露わになれば現在の反EUの機運を加速させてしま
うだけになる。そのためやり方は慎重にならざるを得ないが、本質主義によるロマの人
種化に対抗することが必要である。欧州議会が示すように、ロマの多様性を前提に負の
歴史と向き合いながらロマも寄与してきたヨーロッパの歴史や文化を語りなおすことが
重要であろう。それは必然的にロマと東という空間的結びつきを問い直すことになるだ
ろう。
［付記］
　本稿は日本国際政治学会2018年度研究大会の部会「『分断』を再考する」での報告を
元にしたものである。企画を立ててくださった柄谷利恵子先生（関西大学）、司会の労
を取ってくださった竹中千春先生（立教大学）、報告者の塩原良和先生（慶應義塾大学）、
錦田愛子先生（東京外国語大学）、討論者として貴重なコメントをくださった正躰朝香
先生（京都産業大学）と杉木明子先生（慶應義塾大学）にお礼申し上げます。また重要
な指摘をいただいた匿名の査読者にも感謝申し上げます。
（つちや　たけし・本学経済学部准教授）
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Summary
　The European Union （EU） has persuaded its citizens to move across borders and 
prohibits  the discrimination based on nationality. The EU citizens are  free to move 
and reside on the conditions of self-reliance. However, since the Central and Eastern 
European Countries joined the EU, the EU Romani citizens has been discouraged from 
using the right of free movement. Western European states securitized Roma people 
as the threats from Eastern Europe to their societies. West European countries label 
Roma as beggar,  theft  and  such. Such a  stereotyped description of Roma, people 
essentially  far  from civilization,  is often used  to  justify discrimination against and 
exclusion of Roma. While  the EU strongly supports  inclusion of Roma and the fight 
against racism and discrimination, the Central and Eastern European member states 
and the new EU candidate countries are strongly urged to  integrate Roma citizens 
WITHIN their borders, and not  to permit Roma migration.  In this sense, Roma are 
second-class citizens in the EU. This paper argues that even in the framework and its 
implementation of the EU Framework for National Roma Integration Strategies up to 
2020, the EU still views the Roma issues as the problem of the eastern member states 
and underestimates discrimination against Roma in the western member states. The 
paper also points out some movements toward fight against anti-Gypsyism in the EU 
Roma strategies.
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